
意見案第６号 

環境教育の推進及びカーボンニュートラル達成に向けた学校施設のＺＥＢ化のさらなる推進を 

求める意見書 

（原案可決）

地球温暖化や激甚化・頻発化している災害等に対し、地球規模での環境問題への取組であるＳＤＧ

ｓや２０５０年のカーボンニュートラル達成に向けて、さらなる取組が急務であるが、公共建築物の

中でも大きな割合を占める学校施設の老朽化がピークを迎える中、教育環境の向上と共に、学校施設

を教材として活用し児童生徒の環境教育を行う「環境を考慮した学校（エコスクール）事業」が行わ

れてきた。 

この事業は、現在「エコスクール・プラス」として、文部科学省、農林水産省、国土交通省、環境 

省が連携協力し、認定を受けた学校が施設の整備事業を実施する際に、関係各省より補助事業の優先 

採択などの支援を受けることができ、平成２９年から今まで２４９校が認定を受けている。文部科学 

省の支援として、令和４年度からは「地域脱炭素ロードマップ（国・地方脱炭素実現会議）」に基づ 

く脱炭素選考地域などの学校のうち、ＺＥＢ Ｒｅａｄｙを達成する事業に対し、単価加算措置（８ 

％）の支援が行われているところである。 

文部科学省の補助としては、新増築や大規模な改築の他に、例えば教室の窓を「二重サッシ」にす

る等の部分的な補助事業もあり、ある雪国の学校では電力を大幅に削減すると共に、児童生徒に快適

な教育環境を整えることができた。また、太陽光発電や壁面緑化、自然採光等を取り入れた学校施設

（身近な教材）を通じて、仲間と共に環境問題や環境対策を学ぶことができ、科学技術への触発とな

ると共に、最新の技術等を学ぶ貴重な教育機会となっている。 

そこで、これまで多くの事業が全国の学校施設で行われてきたが、カーボンニュートラルの達成及

び環境教育の推進を行うためには、さらに加速して事業を実施することが必要である。特に、多くの

学校での実施が重要であり、技術面（学校施設のＺＥＢ化に関する先導的なモデルの構築及びその横

展開等）及び財政面（学校施設整備に対する国庫補助）について、以下の事項に留意してさらなる推

進を行うことを強く求める。 

記 

１．技術面に関しては、学校施設に関するＺＥＢ化の新たな技術の開発や周知を行う。特に、新築や 

増築といった大規模事業だけではなくＬＥＤや二重サッシといった部分的な省エネ改修事業も、し 

っかりと周知を行い“できるところから取り組む”自治体・学校を増やしていくことが、カーボン 

ニュートラルの達成及び環境教育の充実につながることに留意して、周知の徹底に取り組むこと。 

２．財政面に関しては、カーボンニュートラルの達成及び環境教育の充実に向けて、多くの学校が取 

り組むことができるよう、学校施設整備に対する事業予算額を増額すること。 



以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

令和４年６月２２日 

北海道恵庭市議会  

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、文部科学大臣、農林水産大臣、国土交通大臣、環境大臣 

宛各通 



意見案第７号 

地方公共団体情報システムの標準化に向けての意見書 

（原案可決）

政府は、令和２年に「地方公共団体における情報システムについて、クラウド活用を原則とした標準

化・共通化を今後５年で確実に実現していくための取組を全力で推進する。その際、複数年の取組とし

て地方公共団体が予見可能性をもって計画的・安定的にデジタル改革を進めることが可能な形での財政

的な支援を行う」ことを閣議決定し、「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」を制定した。 

近年、社会ではＤＸが進み、地方公共団体においてもＤＸの推進が図られている。そこで、国民の命

と暮らしを守る安心と希望の総合経済対策において、「地方公共団体情報システムの標準化」が決まり、

令和２年度、３年度に、地方公共団体が円滑にシステムを導入するための経費として、約１，８２５億

円を基金として計上した。 

国では、２０２２年夏までに、住民基本台帳や固定資産税など２０業務について、システムの各仕様

の策定を行い、地方公共団体は、令和５年から令和７年にかけて、Ｇｏｖ－Ｃｌｏｕｄ（ガバメントク

ラウド）の利用に向け標準準拠システムに移行していく予定となっている。 

地方公共団体は、新型コロナウイルスの影響で、財政状況も厳しく、また、デジタルの人材不足も深

刻な状態となっている。また、高齢者はデジタル化になれていない方も多く、ネットの環境が整ってい

ない地域もある。政府においては、システム導入に向けて、地方公共団体の状況を踏まえ、下記の事項

を実施するよう要望する。 

記 

１．令和７年度までとした移行の目標時期について、必要に応じて柔軟な対応を検討するとともに、移 

行に伴う適切な財政支援と丁寧な情報提供を行うこと。 

２．情報システムの保守・運用コストなど総合的な支援を検討するとともに、都道府県に対して、市区 

町村への必要な助言や情報提供などを丁寧に支援すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

令和４年６月２２日 

北海道恵庭市議会 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、デジタル大臣 宛各通 



意見案第８号 

２０２３年度地方財政の充実・強化に関する意見書 

（原案可決）

 現在、地方公共団体には、急激な少子・高齢化の進展にともなう子育て、医療・介護など社会保障制

度の整備、また人口減少下における地域活性化対策、脱炭素化をめざした環境対策、あるいは行政のデ

ジタル化推進など、より新しく、かつ極めて多岐にわたる役割が求められています。 

しかし、現実に地域公共サービスを担う人材は不足しており、疲弊する職場実態にある中、新型コロ

ナウイルス、また近年多発している大規模災害への対応も迫られています。これらに対応するための地

方財政について、政府は「骨太方針２０２１」において、２０２１年度の地方一般財源水準を２０２４

年度まで確保するとしていますが、それをもって増大する行政需要に十分対応し得るのか、大きな不安

が残されています。 

このため、２０２３年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、コロナ禍への対応も勘案しなが

ら、歳入・歳出を的確に見積もり、地方財政の確立をめざすよう、以下の事項の実現を求めます。 

記 

１．社会保障の維持・確保、防災・減災また脱炭素化対策、地域活性化に向けた取り組みや、デジタル

化対策など、増大する地方公共団体の財政需要を的確に把握し、これらに柔軟に対応し得る地方一般

財源総額の確保をはかること。 

２．新型コロナウイルス対策として、ワクチン接種体制の構築、感染症対応業務を含めた、より全体的

な体制・機能の強化、その他の新型コロナウイルス対応事業、また地域経済の活性化まで踏まえた、

確実な財政措置をはかること。 

３．子育て、地域医療の確保、介護や児童虐待防止、生活困窮者自立支援など、急増する社会保障ニー

ズへの対応と人材を確保するための社会保障関連予算の確保および地方財政措置を的確に行うこと。 

４．２０２１年１１月に閣議決定された「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」における看護、

介護、保育など新型コロナ感染症対策と少子高齢化への対応が重なる職種の処遇改善事業について、

２０２１年度補正予算で補助金が創設されたが、より多くの職場で改善がはかられるよう、対象職種

の拡大や事業の継続・拡大に向け、必要な予算確保や制度改善を行うこと。 

５．デジタル・ガバメント化における自治体業務システムの標準化については、地域デジタル社会推進

費に相当する財源を継続して確保するなど、十分な財源を保障すること。また、デジタル化が定着化

していく過渡期において生じ得る行政需要についても、人材・財源を含めた対応を行うこと。 

６．会計年度任用職員制度における当該職員の処遇改善に向けて、引き続き所要額の調査を行い、確実

にその財源を確保すること。 



７．特別交付税の配分にあたり、諸手当等の支給水準が国の基準を超えている自治体に対して、その扱 

いを理由とした特別交付税の減額措置を行わないこと。 

８．森林環境譲与税の譲与基準については、地方団体と協議を行い、自治体への譲与額の見直しを行う

こと。 

９．地方交付税の法定率を引き上げるなど、引き続き、臨時財政対策債に頼らない地方財政の確立に取

り組むこと。あわせて、地方の安定的な財源確保に向けて、地域間の財源偏在性の是正のため、解決

策の協議を行うこと。また、各種税制の廃止、減税を検討する際には、自治体財政に与える影響を十

分検証したうえで、財政運営に支障が生じることがないよう対応をはかること。 

１０．地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化をはかり、小規模自治体に配慮した段階補正の

強化など対策を講じること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

令和４年６月２２日 

北海道恵庭市議会 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、厚生労働大臣、内閣府特命担当大臣(地

方創生)、内閣府特命担当大臣（経済財政政策担当） 宛各通 



意見案第９号 

義務教育費国庫負担制度負担率１／２への復元、教育予算拡充に向けた意見書 

（原案可決） 

 義務教育費国庫負担制度は、地方自治体の財政状況に左右されずに教職員を安定的に確保するために、

教職員の給与の一部を国が負担する制度です。この制度における国の負担率が２００６年に１／２から

１／３に変更されました。教育の機会均等を確保するためにも、国の責任において義務教育費国庫負担

制度を堅持し、国の負担率を１／２へと復元することが重要です。 

また、子どもたちへのきめ細やかな教育を実現するためには、教職員定数を抜本的に改善することに

よる少人数学級の実現と教職員の超勤・多忙化解消は不可欠です。「公立義務教育諸学校の学級編成及

び教職員定数の標準に関する法律の一部を改正する法律」が成立し、小学校において段階的に３５人以

下学級が実現することとなりました。しかし、中学・高校については依然として「検討」にとどまって

います。また、実現のための教員については、自然減や配置の見直しなどにより減少となっており、実

質的な教職員増とはなっていません。早急に「３０人以下学級」を実現し、実質的な教職員増としてい

くことは必要です。 

２１年１２月に文科省が発表した「就学援助実施状況調査」では、要保護・準要保護率は、全国で１

４．５２％（７人に１人）、北海道においては全国で８番目に高い１８．３０％（５人に１人）となって

おり、依然厳しい実態にあります。また、教育現場では、給食費、修学旅行費などの私費負担が減少せ

ず、地方交付税措置されている教材費や図書費についても自治体によってその措置に格差が生じていま

す。 

 こうしたことから、国においては、義務教育費無償、義務教育費国庫負担制度の堅持、当面負担率１ 

／２への復元、早急に実効性のある教職員の超勤・多忙化解消の実現など、教育予算の確保・拡充、就

学保障の充実をはかるよう要請します。 

記 

１．国の責務である教育の機会均等・水準の最低保障を担保するため、義務教育費を無償とするよう、 

また、義務教育費国庫負担制度の堅持、当面、義務教育国庫負担金の負担率を１／２に復元すること。 

２．「３０人以下学級」の早期実現にむけて、小学校１年生～中学校３年生の学級編成標準を順次改定 

 すること。 

３．給食費、修学旅行費、教材費など保護者負担の軽減に向け、教育予算の拡充を行うこと。 

４．就学援助制度・奨学金制度の更なる拡大、高校授業料無償化など、就学保障の充実に向け、国の責 

任において予算の十分な確保、拡充を図ること。 



 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

令和４年６月２２日 

北海道恵庭市議会 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、内閣府特命担当大臣(地

方創生) 宛各通 



意見案第１０号 

森林・林業・木材産業によるグリーン成長に向けた施策の充実・強化を求める意見書

（原案可決）

本道の森林は全国の森林面積のおよそ４分の１を占め、国土保全、地球温暖化防止、林産物の供給等

の多面的機能の発揮が期待されており、これらの機能を十分に発揮させるためには、森林資源の循環利

用を進める必要がある。全国一の森林資源を有する北海道が２０５０年までに温室効果ガスの排出量を

実質ゼロとする国の目標の達成に向けて、伐採後の着実な植林による森林の若返りや長期間炭素を固定

する木材利用の促進、化石燃料の代替となる木質バイオマスのエネルギー利用の促進などの森林吸収源

対策を積極的に推進する責務を担うことが必要である。 

 道では、森林の公益的機能の維持増進と森林資源の循環利用の実現に向け、森林整備事業や治山事業

など国の事業を活用し、植林・間伐や路網の整備、山地災害の防止、木造公共施設の整備、林業事業体

の育成など、様々な取組を進めてきたところである。 

 本道の森林を将来の世代に引き継いでいくため、活力ある森林づくりや防災・減災対策をさらに進め、

森林・林業・木材産業によるグリーン成長が実現できるよう、施策の充実・強化を図ることが必要であ

る。 

よって、国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。 

記 

１．森林の多面的機能を持続的に発揮し、ゼロカーボン北海道の実現に貢献するため、適切な間伐と伐

採後の着実な植林の推進に必要な森林整備事業予算や、防災・減災対策の推進に必要な治山事業予算

を十分に確保すること。 

２．森林資源の循環利用を一層推進するため、ＩＣＴ等の活用によるスマート林業の推進、木材生産・ 

流通体制の強化、建築物の木造・木質化、木質バイオマスのエネルギー利用の促進などによる道産木 

材の需要拡大、森林づくりを担う人材の育成・確保などに必要な支援を充実・強化すること。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

  令和４年６月２２日 

北海道恵庭市議会 

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣、文部科学大臣、農林水産大臣、経済産 

業大臣、国土交通大臣、環境大臣、復興大臣 宛各通 



意見案第１１号 

２０２２年度北海道最低賃金改正と中小企業に対する支援の充実を求める意見書 

（原案可決）

 北海道最低賃金の引き上げは、ワーキングプア（働く貧困層）解消のための「セーフティネット」の

一つとして最も重要なものです。 

 道内で働く者の暮らしはコロナ禍で一層厳しく、特に、年収２００万円以下の所謂ワーキングプアと

呼ばれる労働者は、道内でも４５．１万人と、給与所得者の２７．３％に達しています。また、道内の

全労働者２１６万人（内パート労働者６４．７万人）の内、３９万人を超える労働者が最低賃金近傍に

張り付いている実態にあります。 

労働基準法第２条では、「労働条件の決定は労使が対等な立場で行うもの」と定めていますが、現状では

最低賃金の影響を受けるこれら多くの非正規労働者は、労働条件決定にほとんど関与することができま

せん。 

 経済財政運営と改革の基本方針２０２１において、「より早期に全国加重平均が１，０００円になる

ことを目指す」ことが堅持され、令和３年度北海道地方最低賃金審議会の答申書においても、同様の内

容を表記しました。 

 最低賃金が上がらなければ、その近傍で働く多くの方の生活はより一層厳しいものとなり、新型コロ

ナウイルス感染症が収束した際の個人消費にも影響を与え、北海道経済の停滞を招くことにつながりか

ねません。 

 つきましては、北海道労働局及び北海道地方最低賃金審議会においては、令和４年度の北海道最低賃

金の改正に当たって、以下の措置を講ずるよう強く要望します。 

記 

１．「地域間格差にも考慮しながら、より早期に全国加重平均が１，０００円になることを目指す」こと 

が堅持された「経済財政運営と改革の基本方針（骨太方針）」を十分尊重し、経済の自律的成長の実現 

に向けて、最低賃金を引き上げること。 

２．中小企業に対する支援の充実と安定した経営を可能とする実効ある対策をはかるよう国に対し要請 

すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

令和４年６月２２日 

北海道恵庭市議会 

北海道労働局長、北海道地方最低賃金審議会会長 宛各通 



意見案第１２号 

我が国及び国際社会の平和と安全を確保するための防衛力の抜本的強化を求める意見書 

（原案可決）

 今年２月、ロシアがウクライナを侵略し、戦後西側諸国が中心となって築き上げてきた既存の国際

秩序を根底から覆すような力による一方的な現状変更が顕在化した。ロシアによるウクライナの侵略

で見られたのは、様々な種類のミサイルによる市街地への攻撃、武力侵攻前のサイバー攻撃、既存の

メディアやＳＮＳ等での偽情報の拡散などを通じた情報戦の展開、原子力発電所などの重要インフラ

施設への攻撃など、これまで懸念されていた戦闘が一挙に現実のものとなっている。 

 このような力による一方的な現状変更、そして、それを試みる明白な意図の顕在化という厳しい安

全保障環境はインド太平洋地域、とりわけ東アジアにおいても例外ではない。近年、中国による台湾

周辺の海空域における軍事活動が活発化しており、我が国は、尖閣諸島や南西方面において、そのよ

うな対立の最前線に立たされている。 

 我が国の周辺である中国、北朝鮮、ロシアの軍事力の強化、軍事活動の活発化の傾向が顕著となっ 

ている中、これらの活動が複合的に行われ、我が国としては複合的な事態にも備えなければならない｡ 

 このような未曽有の状況で、日本は、国家の独立、国民の生命と財産、領土・領海・領空の主権、

自由・民主主義・人権といった基本的価値観を守り抜いていくために、防衛力の抜本的な強化に取り

組むべきである。 

 よって国においては、次の措置を講ずるよう強く要望する。 

 記 

１．防衛予算は、何が必要なのかをしっかり議論し必要な予算を確保すること。 

２．宇宙、サイバー、電磁波領域など拡大する任務に対応するために、自衛官の必要な人員確保に向 

けて予算を講ずること。 

３．国民の生命に直結する弾道ミサイル攻撃を含む我が国への武力攻撃に対する反撃能力の保有を講 

ずること。 

４．近年我が国の防衛体制は、南西方面強化にシフトしつつあるが、今日の情勢を踏まえ、北方から 

の脅威に備えた北海道の防衛力を抜本的に強化すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 

令和４年６月２２日 

北海道恵庭市議会  

衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、財務大臣、防衛大臣 宛各通 


